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1．はじめに 

1995 年の兵庫県南部地震以降，性能設計の概念に

基づく建築物の耐震設計法が提案され，特に建物の

耐震性能として，安全性能，使用性能，修復性能の

3 つが検討されるようになってきた。このうち，安

全性能および使用性能は工学的物理量に基づく建物

の基本性能である一方，修復性能は社会的・経済的

な価値を含む経済性能であると考えられる。 
現在検討されている性能評価型設計法は，特定の

強さの地震動を受けた建物のある性能が限界状態を

超えるか否かを確認する手法，あるいは，建物のあ

る性能を限界状態に至らしめる地震動強さを確率的

に表現する手法により，建物の性能水準が明示され

るものと考えている。これら工学的物理量を直接用

いる評価手法は，本質的に経済性能である修復性能

を表示する手法として最適な方法ではない可能性が

ある。そこで筆者らは，供用期間を通じた耐震修復

性能評価手法の開発を目的とした一連の研究[1], [2]など

において，等価な耐震修復経費となる構造物の強度

と靭性の関係を示した「必要強度スペクトル」によ

る性能表示方法を提案している。本研究では，供用

期間を通じた修復経費の期待値に応じて描かれる必

要強度スペクトルを，安全限界状態における性能を

表示する方法に拡張する手法について検討を行った。 
2．耐震修復経費指標算出過程 
筆者らが提案している耐震修復経費指標[1]の算出

方法の概略（図 1）を簡単に説明する。 
(i)入力地震動のモデル：上下限を有する極値分布に

より得られた東京第Ⅰ種地盤の地表面最大速度と再

現期間との関係[3]を地震ハザード曲線として用いて

（図 2），プロッティング・ポジション公式を拡張し

て供用期間 50 年とした場合の年超過度数 50 個の組

合せを仮定し，年超過度数と地震動の大きさとの関

係から地震動最大速度 50 個の組合せに換算し，図 3
に示す降順 5つ 4組の地表面最大速度を選定した[4]。

各地震動の最大速度に合わせて国土交通省告示

1461 号の設計用応答スペクトルに適合する模擬地

震動に倍率を乗じたものを入力地震動とした。模擬

地震動の位相特性には，神戸海洋気象台 1995(NS)，
El Centro 1940(NS)，八戸港湾 1968(EW)，東北大学

1978(NS)を用いた。 
(ii)構造物の地震応答モデル：対象構造物を 1 自由度

振動系とみなし，割線弾性固有周期を 0.3 秒とし，

ベースシア係数 C0を 0.1 から 0.6 まで 0.1 刻みの 6
通り，終局塑性率µを 2 から 10 まで 1 刻みの 9 通り

検討した。 

 

図 1 耐震修復性能評価過程  図 2 地震活動度曲線例 

 

図 3 ライフサイクル入力地震動シナリオの例 

 

図 4 補修シナリオ概念図  図 5 損傷－費用関数モデル 



図 7 各限界状態の互換表示 
 

図 6 安全性能評価に用いる地震動シナリオの差 

(iii)応答－損傷関係のモデル：Park & Ang の損傷指標

D [5]を採用した。 
(vi)補修シナリオ：構造物の最大経験変位が降伏点を

超えると補修する補修シナリオⅡ[2]を用いた（図 4）。 
Park & Ang の損傷指標のうち履歴吸収エネルギーに

依存する項を累積損傷 DEとおき，D−DEは降伏点を

超えると補修されゼロに戻すものとし，DEは D が 1
を超えた場合にのみ補修してゼロに戻すものとした。

補修しない場合は経験した最大変位を指向するよう

に各層の初期剛性が低下するものとし，補修後は剛

性を初期の状態に戻すものと仮定した。 
(v)損傷－費用関係の関数モデル：修復費用を新規建

設費用で規準化して耐震修復経費指標Rと定義した。

ひび割れ点到達時の損傷指標をγとし，耐震修復経費

指標 R が図 5 の関数で表されるものと仮定した。 

3．必要強度スペクトルによる評価結果の表示 
耐震修復経費指標Rを供用期間年数で除した年耐

震修復経費指標 EARC が等しくなる必要強度スペク

トルで性能を表示する際，ライフサイクル入力地震

動シナリオを用いる本研究においては，供用期間を

通じた修復経費積算値および累積損傷を考慮してい

るため，R が 1.0 でも安全限界状態とは限らず，安

全限界状態に到達することなく修復しながら使用さ

れ続けることで耐震修復経費指標の積算値が 1.0 を

超える場合も起こりうる。そこで，安全性能の検証

においてライフサイクル入力地震動シナリオを用い

た場合と最大地震動 1 つを用いた場合との必要強度

スペクトルの差を図 6 に示した。50 年超過確率 2％
の地震動強さを最大とするライフサイクル入力地震

動シナリオを用いた場合，ライフサイクル入力地震

動による必要強度スペクトルが最大地震動一回によ

る必要強度スペクトルと終局塑性率 8 までは同じに

なり，終局塑性率 8 以上ではやや必要強度が高く描

かれた。これは，

複数回の地震動で

耐震修復経費指標

R の積算値が 1.0
を超えたため，安

全限界状態の判定

に差が生じたもの

と考えられる。 
そこで本報では，

物理量として確実

に安全限界状態に

至ったことを確認

するために，安全

性能の検証には最

大地震動 1 回を用

いて，それ以外の

性能の検証につい

てはライフサイクル地震動を用いて，各性能限界状

態の相互関係を表す必要強度スペクトル例を図 7 に

示した。図 7 より，各性能限界状態の互換表示を行

ったベースシア係数 C0＝0.3，終局塑性率µ＝4 の構

造物では，安全性能については「安全限界状態に至

らしめる地震動の発生確率が 50 年超過確率 0.5％」

と表され，使用性能については「使用限界状態に至

らしめる地震動の発生確率は 50 年超過確率 50％」

と表され，修復性能については「年耐震修復経費指

標 EARC が修復費用モデルに応じて(A): 0.013, (B): 
0.006, (C): 0.005, (D): 0.0008」と表されることになる。 
4．まとめ 
安全性能および使用性能の評価においては構造物

を限界状態に至らしめる最大地震動の発生確率を用

いて，修復性能の評価においては修復費用の期待値

を用いて，それぞれの性能を定量的に評価し，各限

界状態の性能評価結果の相互関係を表す必要強度ス

ペクトルによる性能表示例を示した。 
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